【様式１】
令和　　年　　月　　日
　　京都市長　様

指定管理者応募申請書
京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第3条の規定により、指定管理者の指定を申請します。

なお、指定管理者の資格の項目について、すべて条件を満たしていることを誓約します。

記

1　申請の内容

	（ふりがな）

法人その他の団体等名
代表者名
	㊞



	（ふりがな）

住　　　　　　　所
	TEL（　　　）　　　－　　　　

FAX（　　　）　　　－　　　　（担当者名：　　　　）

	施設の名称
	


2　添付書類

　・法人登記簿謄本

　・印鑑証明書

【様式１-１】　
令和　　年　　月　　日　
指定管理者応募申請者連絡先
	申請法人等の名称
	

	主たる事務所の所在地
	

	主たる
事務所の
連絡先
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子メールアドレス
	

	主たる事務所における
担     当    者     名
※２
	

	申
請
に
係
る
連
絡
先
※１
	事務所の所在地
	

	
	連
絡
先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	電子メールアドレス
	

	
	担当者名
※２
	

	緊
急
連
絡
先
※３
	電話番号
	

	
	担当者名
※２
	


※１　申請に係る連絡先が主たる事務所のものと同一の場合は、記入不要。
※２　担当者名については、実務担当者を含め複数人記入すること（緊急連絡先を除く。）。
また、ふりがなを振ること。
※３　緊急連絡先については、必ず連絡が取れる電話番号及び担当者名を記入すること。
＊運営実績について（申請法人その他団体等の概要・安定性）

	様式２
	応募施設の名称
	

	
	法人その他の団体等名
	

	１　沿革（時系列で記載）
２　代表者の履歴
３　団体等の運営に関する資料（組織体制、経営の基本理念、方針を記載）



	〔別添添付〕　定款・寄付行為等

役員名簿

法人等の事業概要、現在運営している施設の概要、既存パンフレット

法人等の決算関係書類（直近3年分）

納税証明書等（各種）


【様式２‐１】
水道料金・下水道使用料納付証明請求書

令和　　　年　　　月　　　日請求

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長

（京都市上下水道局総務部　　　　営業所）

請求者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

京都市公の施設の指定管理者申請に使用するため、下記の水道料金、下水道使用料の納付証明を請求します。

	検針区
	使用者コード
	水栓番号
	使　用　者　名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）検針区、使用者コード、水栓番号及び使用者名の欄は、領収書又は水道使用水量のお知らせに記載されている内容を正確に記入してください。

水道料金・下水道使用料納付証明書
上記の使用者について、水道料金、下水道使用料の未納額はありません。

令和　　　年　　　月　　　日

京都市公営企業管理者上下水道局長　㊞
【様式２－２】
第１号様式（第４条、第５条及び第７条関係）

誓　　約　　書

	（宛先）
	　　　　　令和　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる
事務所の所在地）

	誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び
代表者名）
 eq \o\ac(○,印)
電話（　　）　　　－　　　　

	

	　誓約者が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる者について記入してください。
1 　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び  使用人（市長等（指定管理者を含む。以下同じ。）が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）
⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人（市長等が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）
＊指定管理者としての適性について（類似施設の概要）

	様式３
	応募施設の名称
	

	
	法人その他の団体等名
	

	類似施設の概要、業務の内容・実績

	〔別添添付〕　類似施設の運営に係る決算関係書類、
現在運営している施設のパンフレット等




＊指定管理者としての適性について（コンプライアンスの推進）

	様式４
	応募施設の名称
	

	
	法人その他団体等名
	

	コンプライアンスに対する基本的な考え方及び具体的な取組内容

	〔別添添付〕　コンプライアンスに関する規定、マニュアル、
　　　　　　　コンプライアンスに関連する取組の記録等




＊指定管理者としての適性について（事故及び不祥事）

	様式５
	応募施設の名称
	

	
	法人その他団体等名
	

	１　平成３０年度以降（申請日まで）、法人全体において、重大な事故及び不祥事（※）

　の発生状況について該当する□（１つ）にレ印を記入してください。

※　「重大な事故及び不祥事」とは次のものを指します。

　①　京都市競争入札参加停止取扱要綱第３条の規定に基づく参加停止を行う要件に該当

するもの又はこれに準ずるもの。

　　②　公の施設の指定管理業務に従事する者の行為で、地方公務員法第３３条に規定する

信用失墜行為に相当すると認められるもの。

□　重大な事故や不祥事は発生していない

□　重大な事故や不祥事が発生したが、適切に対応し、再発防止策をとった

□　重大な事故や不祥事が発生したが、対応や再発防止策が不十分である

２　重大な事故や不祥事が発生した場合、具体的な内容、発生後の対応、再発防止策等を記載してください。

事故又は不祥事の具体的内容

発生後の対応及び再発防止策



	〔別添添付〕　事故及び不祥事の詳細が分かる書類（事故報告書等）


＊事業運営について（運営方針）

	様式６
	応募施設の名称
	

	
	法人その他団体等名
	

	運営方針




＊事業運営について（運営体制）

	様式７
	応募施設の名称
	

	
	法人その他団体等名
	

	１　人材の確保・採用計画

２　職員の数、専門的な知識・技能等

３　業務における職員の配置計画

４　職員の勤務条件（就業規定、給与規定、雇用契約書等）
５　職員の育成・研修方針など


	〔別添添付〕　就業規則（案）（給与規程を含む）




＊事業運営について（事業内容）

	様式８
	応募施設の名称
	

	
	法人その他の団体等名
	

	１　業務計画書・具体的な業務内容

２　施設の具体的な活用方法
３　企画・実施する事業
４　市内中小企業の活用

⑴　指定管理業務の一部を市内中小企業に委託することを予定しているかにつ

いてレ印を記入してください。

※　市内中小企業・・中小企業基本法第２条第１項各号のいずれかに該当する

ものであって、本市の区域内に本店又は主たる事業所を有するもの

□業務の一部を第三者に委託することを予定している

□業務の一部を第三者に委託することは予定していない　

　（理由を記載してください）
　

　⑵　業務の一部を市内中小企業へ発注することに対する考え方について記載して

ください。（「予定していない」と回答した方も、発注の必要性が生じた場合に

ついて記載してください。）


＊事業計画について（サービス向上の取組）

	様式９
	応募施設の名称
	

	
	法人その他の団体等名
	

	１　利用者の意見の収集と反映方法

２　地域との連携方法やその具体的な提案
３　苦情の受付及び対応の方法

４　高齢者や子ども、障害のある人など、誰でも快適に利用できる対応策
本市が策定した「障害を理由とする差別の解消の推進に関する京都市対応要領」を参考に対応策を記載する。


＊事業運営について（施設の維持管理）
	様式１０
	応募施設の名称
	

	
	法人その他団体等名
	

	１　施設の警備に関する計画について
２　施設の清掃、廃棄物処理、害虫駆除等に関する計画について

３　建物、設備及び備品の維持管理に関する計画について



＊事業運営について（その他の取組）
	様式１１
	応募施設の名称
	

	
	法人その他団体等名
	

	１　情報公開及び個人情報保護に関して講じる措置について
２　防災、事故防止、非常災害時の対応など危機管理の方策について

３　法人等のＳＤＧｓへの取組
４　利用促進策
５　その他提案を求める事項など



＊経営管理について（中長期経営計画）

	様式１２
	応募施設の名称
	

	
	法人その他の団体等名
	

	


＊経営管理について（収支計画書）

	様式１３
	応募施設の名称
	

	
	法人その他の団体等名
	

	※　令和７年度～令和１０年度の収支計画について、１年ごとに以下の項目を

記載すること。

１　収入（指定候補者が提示する京都市委託料）

２　支出（管理運営費や設備修理費等、項目ごとに記載すること）




13

